
業務委託仕様書【案】 

 

１．業務委託名   

  地方独立行政法人長崎市立病院機構 個人未収金回収業務委託 

 

２．業務委託の目的 

本業務は、地方独立行政法人長崎市立病院機構（以下「法人」という。）が運営する長 

崎みなとメディカルセンター（以下「病院」という。）における回収困難な個人負担分の

診療費（以下「未収金」という。）に係る回収業務について、知識経験等を有する弁護士

または弁護士法人（以下「受注者」という。）に委託することにより、患者負担の公平性

の確保と未収金の縮減を図ることを目的とする。 

 

３．履行期間 

  令和７年（２０２５年）１１月１日～令和１０年（２０２８年）１０月３１日 

 

４．履行場所 

  受注者の事務所ほか 

 

５．回収業務の内容 

病院における未収金の回収及びこれに付随する業務で以下に掲げるものとする。なお、

業務の実施に当たっては、法人の信頼を損なうことのないよう十分に留意して対応する

こととする。 

 （１）債務者、連帯保証人又は保証人及び相続人（以下「債務者等」という。）に対          

する文書や電話による督促等 

 （２）居所不明者に係る住所等の調査 

 （３）未収金の支払いに係る相談業務 

 （４）債務者等からの入金に係る事務処理 

 （５）その他未収金の回収のため必要な業務 

 

６．回収業務対象案件 

（１）回収業務の対象案件（未収金案件）は以下のとおりとする。 

① 契約時において発生から３ヶ月を超えて未収状態となっている未収金のうち、

今後の法人の督促によっても回収が見込めない未収金（時効期間が完了している

債権を含む。） 



② 契約時において発生から１ヶ月を超えて未収状態となっている未収金のうち、

債務者等の転居、死亡等により請求先が不明となっている未収金 

   ③ その他、未収金の発生経緯から法人による請求の継続が適当でないと認められ

る未収金 

   ④ 契約締結後から契約終了日までに発生する①から③の未収金 

  （２）回収業務の対象案件について、法人が受注者に提供する情報は以下のとおりとす

る。 

① 債務者等の氏名、住所及び電話番号 

② 債務者等の債務額及び債務に付随する情報 

③ その他委託業務の履行に必要な情報 

 

７．回収業務の実施体制 

  受注者は本業務の履行にあたり、業務責任者として弁護士を配置し、法人に届出るこ

と。 

 

８．回収業務の実施方法 

（１）督促方法等 

① 法人から提供された情報に基づき、催告書等の文書送付や架電により督促を行

うこと。また、督促時には、未払いとなっている債権内容と金額、支払先及び支払

期限を明示し、あわせて支払い方法の相談を受け付ける旨も明示すること。 

② 債務者等に対して、回収業務の対象案件１件につき、文書及び架電を最低でも 1

回行うこと。 

③ 督促により債務者等から受電又は来訪等による返答があったときは、支払相談

及び支払請求を行うこと。 

④ 債務者等の転居等により請求先が不明の場合又は債務者等の死亡時には法人

と協議の上、適宜関係する市町村への住民登録の異動情報等の照会又は相続人調

査を実施すること。 

    ⑤ 債務者等又はその関係者から督促等に係る問い合わせがあり、その内容が法人

から提供された情報以外に及ぶときは、直ちに法人に確認又は協議すること。 

  （２）債務者等からの入金方法 

債務者等からの未収金の徴収方法は、原則として受注者が指定する銀行口座への

振込みによるものとする。なお、債務者等から受注者に現金書留郵便等による送金

又は現金の持参があった場合は、受注者は速やかに当該指定口座に入金すること。 

  



９．実績報告 

 受注者は、毎月末日時点における回収業務の実績について、報告書により翌月１０

日（令和１０年１０月分にあっては同月末日）までに債務者等ごとの入金及び対応状

況を法人に電子データで報告すること。なお、上記８. （１）の督促方法等により、受

注者が回収不能案件と判断する場合は、その旨の報告書を合わせて提出すること。 

 

１０．委託料 

委託料は、成功報酬とし、各月末日までの１ヶ月に受注者が回収した未収金の金額

（以下「回収金」という。）に１００分の〇〇（契約にて定めた成功報酬率）を乗じて

得た額（その額に 1 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に消費税

及び地方消費税に相当する額を加算した金額とする。なお、受注者が個人事業主の弁

護士である場合は、上記の計算により求められる委託料（消費税及び地方消費税を除

く。）を控除対象金額として、所得税及び復興特別所得税の源泉徴収を行うこととする。 

 

１１．回収金の精算及び委託料の支払い 

受注者は、毎月末日時点における当該月の回収金を合計し、委託料を差し引いた額

を翌月の末日（同日が土曜日、日曜日又は国民の祝日に当たるときはその翌日）まで

に法人が指定する金融機関口座に振込むこととし、その振込みをもって委託料の請求

及び支払いとみなすものとする。なお当該振込みに係る手数料は受注者の負担とする。

なお、受注者が個人事業主である弁護士の場合は、委託料及び委託料に対する消費税

及び地方消費税に加え、所得税及び復興特別所得税の源泉徴取額を合計した額を、回

収金の合計額から差し引いて振り込むものとする。 

 

１２．回収業務の実施に係る注意事項 

 （１）回収業務対象案件に係る訴訟等については、原則として本業務の対象外とする。 

（２）回収金額 

受注者による回収金は、本契約期間中に回収業務対象案件のうち受注者が回収した

金額とし、以下の①及び②については受注者による回収金には含まれないものとする。 

① 本契約期間中に、回収業務対象案件のうち直接法人に支払われた金額 

② 本契約期間中に、回収業務対象案件のうち第三者機関（保険者等）から直接法 

人に支払われた金額 

 

１３．個人情報保護 

債務者等の個人情報保護に係る取扱いは別紙１「個人情報取扱特記事項」のとおり



とし、受注者はその取扱いの重要性を認識し、本業務を実施すること。 



別紙１ 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第 1 法人から提供された個人情報の取扱いについては、弁護士法（昭和 24年法律第

205号）第 23条の「秘密保持の権利及び義務」の規定に則り、特に慎重を期し、物

理的・人的原因による漏洩が生じないよう措置するとともに、個人情報の取扱いを

適法かつ適正に行わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第 2 受注者（そのスタッフを含む。以下同じ。）は、本契約による業務に関して知

り得た個人情報を他に漏らしてはならない。本契約終了後又は本契約解除後におい

ても同様とする。 

 （収集の制限） 

第 3 受注者は、本契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、必要最

小限の範囲内の個人情報を適法かつ適正な方法により収集しなければならない。 

 （目的外利用及び提供の禁止） 

第 4 受注者は、法人の指示又は承認があるときを除き、本契約による業務に関して

知り得た個人情報を契約の目的以外のために利用し、又は第三者に提供してはなら

ない。 

 （複写又は複製の禁止） 

第 5 受注者は、法人の承認があるときを除き、本契約による業務を行うために法人

から提供された個人情報について、複写、複製又はこれらに類する行為をしてはな

らない。 

 （再委託の禁止） 

第 6 受注者は、本契約による業務を行うための個人情報の処理は自ら行うものとし、

法人の承認があるときを除き、第三者にその取扱いを再委託又はこれらに類する行 

為をしてはならない。 

 （資料等の返還等） 

第 7 受注者は、本契約による業務を行うために法人から提供され、又は受注者自ら

が収集し、若しくは作成した個人情報が記録されている資料等については、業務完

了後直ちに法人に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、法人が別に指示した

ときは、その指示に従うものとする。 

 （事故発生時における報告） 

第 8 受注者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあること

を知ったときは、速やかに法人に報告し、法人の指示に従うものとする。 


